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マイナンバーカードを活用した MAB×ICOCA による公共交通利用促進事業 

 

１ 概略 

竜王町を“全国の自治体で初めて”のケースとして、移動・暮らしのための共通 ID「Mobility 

Auth Bridge（MAB）※」とマイナンバーカードとの情報連携を活用した地域課題解決の取組みの

具体化を開始します。 

 竜王町を起点に全国へ拡大し、地域の皆様にとって住み続けたい・住んで良かったと思えるま

ちづくりに寄与致します。 

 (1) MAB×マイナンバーカードを活用した“初”の試み 

   住民が地域に住み続けたい・住んで良かったと思えるまちづくりを目指す 

 (2) 竜王町を起点に“西日本”ひいては“全国“へ 

MAB×マイナンバーカードを活用した地域課題解決の取組みの拡大を目指す 

 

※ MABとは…  

利用者が同意すれば、１つの IDで MABに参画する自治体や企業のさまざまなサービスをご利用

いただける OpenID Connect に準拠したセキュアな IDサービスです。 

 地域のインフラを支える JR西日本が、国内鉄道事業者として初めて、デジタル社会に必要なイ

ンフラ基盤をアズ・ア・サービス化したものです。 

 

２ 背景および課題 

 現在の地域公共交通は、少子高齢化や人口減少等の様々な社会問題が要因となり、利用者が減

少しています。その結果、交通事業者の経営を圧迫しサービスの減少に繋がり、利便性が低下す

る負のスパイラルに陥っています。この状況を打破するべく、多くの自治体や交通事業者が様々

な施策を実施していますが、それら施策にも課題があり、思うような成果を得られていない現状

があります。具体的には次のような課題が考えられます。 

 (1) 【住民】「利便性が低く公共交通利用の動機にならない」 

   ・制度への申請等に必要な書類作成に手間がかかる 

   ・利用期間や回数に制限がある 

   ・制度を利用したとしても公共交通利用料金が高い 

 (2) 【交通事業者】「運用負担が大きい」 

   ・利用者の確認や料金体系の複雑化により、現場事務が煩雑化する 

   ・制度や使用機器の違いから、自治体ごとに異なる対応を求められる 

   ・助成券等の集計・請求業務に手間がかかる 

 (3) 【行政】「業務に手間とコストがかかる」 

   ・申請受付・交付作業に手間と時間がかかる 

   ・助成券等の印刷・郵送に手間とコストがかかる 

   ・利用者の集計や補填金額の算出作業に時間がかかる 
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３ 本取組み内容 

 公共交通が抱える課題に対し、MAB と西日本で広く浸透している ICOCA を活用してアプローチを

図ります。さらに、マイナンバーカードとの情報連携により住民×交通事業者×行政にとって有益

な制度となるよう取り組みます。 

 (1) 【住民】「ICOCAを利用するだけで利用料に応じたポイント還元が受けられる」 

   ・オンラインで簡単に申請が可能 

   ・ICOCAの利用に応じてポイントを獲得 

   ・ICOCAのみで利用でき、管理の手間や紛失の可能性を低減 

   ・普段の移動に応じて補助が受けられるため公共交通の利用が盛んに 

 (2) 【交通事業者】「既存システムを利用し運用負担の解消」 

   ・助成対象者の確認や料金提示等の対応が不要となり、運行業務に専念できる 

   ・自治体ごとの支援制度に合わせて運用を変える必要がなくなり、業務負担が軽減 

   ・ICOCA決済端末以外の新たな機器の導入が不要 

   ・利用者が増え、採算性が向上 

 (3) 【行政】「運用面・費用面での負担を低減」 

   ・申請、交付、請求業務に係る負担、コストを低減 

   ・導入に際して、事業者へのシステムの追加設備等が不要 

   ・マイナンバーカードの活用により、必要としている住民へ、正確かつ効率的に支援 

 

４ 本取組みで得られる効果 

 本取組みにより、公共交通の利用促進を図り、住民×交通事業者×行政それぞれに価値を届

け、三方よしのまちづくりを実現します。 

 (1) 【住民】 

   ・住民限定のポイント還元制度による町への愛着の向上 

   ・自動車から公共交通への転換により、家族の送迎に係る負担やガソリン代など自動車の

維持にかかる経済的負担を軽減 

   ・外出の機会増加による健康増進・地域交流の促進 

 (2) 【交通事業者】 

   ・公共交通の利用者増加により収益性が向上 

   ・持続可能な公共交通運営、路線の維持 

   ・利用データの蓄積により、需要に応じた効率的な運行計画を策定 

 (3) 【行政】 

   ・若年層への公共交通を利用する文化を醸成 

   ・利用者増加により、交通事業者への赤字補填額を低減 

   ・交通利用データを活用し、より効率的な交通施策やマーケティングを実施 

   ・交通サービス向上に伴う住民満足度の向上と転出抑制、人口の定着 
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